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2023年6月29日(木) : 気候変動関連の株主提案は年々増えており、2023年の株主総会シーズ

ンは日本企業に対して提出されたネットゼロの達成に向けた行動と透明性の向上を求める株

主提案の数が過去最多となりました。

先週から本日にかけて実施された三菱商事、日本最大の発電事業者であるJERAの株を共同所

有する東京電力ホールディングスと中部電力、メガバンク3行（三菱UFJフィナンシャル・グ

ループ、三井住友フィナンシャルグループ、みずほフィナンシャルグループ）の株主総会で

気候変動に関する株主提案が決議されました。

株主提案を行ったのは環境NGOの気候ネットワーク、マーケット・フォース、 またFoE Japa

n、レインフォレスト・アクション・ネットワークに所属する個人です。株主提案を通じ

て、対象企業に対して短期を含めた排出削減目標の設定やさらなる引き上げ、気候関連リス

クの管理の改善を求めました。

株主提案の内容と議決権行使結果 

企業 株主提案の内容 賛成比率 (%) 

三菱商事 

(8058) 

議案 第5号議案:  定款の一部変更の件（パリ協定目標と整

合する中期及び短期の温室効果ガス削減目標を含む事業計

画の策定及び開示） 

19.84 

議案 第6号議案: 定款の一部変更の件（新規の重要な資本

的支出と2050年温室効果ガス排出ネットゼロシナリオとの

整合性評価の開示） 

12.42 

東京電力HD 

(9501) 

議案 第2号議案: 定款の一部変更の件(2050年炭素排出実質

ゼロシナリオと資本配分との整合) 

9.86 

中部電力 

(9502) 

議案 第10号議案: 定款の一部変更の件(2050年炭素排出実

質ゼロシナリオと資本配分との整合) 

未発表 

MUFG (8306) 議案 第3号議案: 定款の一部変更の件(投融資ポートフォリ

オを2050年炭素排出実質ゼロを求めるパリ協定1.5度目標に

整合させるための移行計画の策定及び開示)

未発表 
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三井住友 FG 

(8316) 

議案 第3号議案: 定款の一部変更の件(投融資ポートフォリ

オを2050年炭素排出実質ゼロを求めるパリ協定1.5度目標に

整合させるための移行計画の策定及び開示)

未発表 

みずほFG (84

11) 

議案 第2号議案: 定款の一部変更の件(投融資ポートフォリ

オを2050年炭素排出実質ゼロを求めるパリ協定1.5度目標に

整合させるための移行計画の策定及び開示)

19.85 

上記の株主提案の議決結果は、気候変動に関するリスクへの対処に関して課題を抱える企業

に対して、引き続き厳しい目が向けられていることを意味します。 

三菱商事 

「今年の三菱商事の株主総会では、約2兆円（140億米ドル）に相当する投資家の約20％が、

我々が提出した株主提案の1つに賛成票を投じました。これは、投資家が三菱商事の気候変

動に関する情報開示の進展にまだ満足しておらず、2050年までのネット・ゼロへの実行可能

な道筋があると結論づけるには不十分であることを示しています」  

福澤恵（マーケット・フォース エネルギー・ファイナンス担当） 

「昨年の株主提案以降、三菱商事は情報開示内容を拡充するなど、一定の進展がみられた一

方で、気候危機を食い止めるために十分な削減目標などを設定していません。さらに、昨今

のエネルギー危機は、化石燃料への依存を深めることは気候変動を悪化させるだけでなく、

エネルギー安全保障をも悪化させるということを示しました。提案は否決されましたが、引

き続き三菱商事の方針強化を求め対話を継続していきます」

深草 亜悠美 (FoE Japan気候変動・エネルギー担当/事務局次長)

中部電力 

「中部電力の2050年に向けたロードマップは、実現性・具体性に欠けています。低効率石炭

火力のフェードアウト、高効率のアンモニア混焼化などで目標を達成すると主張しています

が、具体的な削減策は示されていません。持株会社であるJERAが、国内外で新規の化石燃料

事業に関与し、GXのもとで脱炭素策としてのアンモニア混焼を広げようとしていることも問

題です。中部電力およびJERAが2050年ネットゼロ目標を達成するための責任を果たすことを

引き続き求めていきます」  

鈴木康子（気候ネットワーク プログラム・コーディネーター） 

東京電力HD 

「東京電力では、2050年CO2排出ゼロを掲げながら、そのロードマップは具体性に欠け、根

拠となる情報開示がなされていません。特にグループ会社であるJERAは国内最大の排出事業

者であり、昨年の武豊火力に続き、今年、来年は横須賀火力と、次々と対策のとられていな

い石炭火力発電を新規稼働させる予定で、排出量は増大する見通しですが、その説明責任を
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果たしていません。私たちの提案は否決されましたが、引き続き情報開示を求めていきま

す」 

桃井貴子 (気候ネットワーク理事・東京事務所長) 

MUFG、三井住友FG、みずほFG 

「MUFG の株主総会では、木質バイオマス発電は石炭などの化石燃料への融資に比べて相対

的に少ないため、重要性（マテリアリティ）が少ないという発言が担当者からありました。

続けて『マテリアティが増せば対応を検討する』との発言もあり、これは一歩前進したとい

えます。メガバンク全体では、木質バイオマス発電問題について少しずつ理解が進んでいま

すが、排出量の算定と厳格な方針策定には至っていません。今後、石炭火力発電への木質燃

料の混焼が増えれば、排出量は確実に増え、石炭火力発電の延命につながります。このまま

では脱炭素への適切な移行ができません」 

川上豊幸(レインフォレスト・アクション・ネットワーク日本代表) 

「みずほの株主のおよそ２割の賛同を得られたことは、同行の化石燃料セクターの投融資方

針と削減目標が2050年ネットゼロの公約と整合していないことに対する投資家の強い懸念が

表明されたと言えます。また、株主総会開催前の段階でMUFGとSMFGの提案にはそれぞれイタ

リア最大手のアセット・マネージャーであるANIMAをはじめ、運用資産額1870億ユーロ(MUF

G)、2780億ユーロ(SMFG)相当を保有する機関投資家がすでに賛同を表明しています。特に脱

炭素へのトランジション（移行）の名の下に、新規のガス開発やLNG設備への支援を継続す

ることは、気候科学に真っ向から矛盾し、グリーンウォッシュであるだけでなく、投資家に

容認できない多額の財務リスクをもたらします。リスク軽減のためには、適切な財務および

ESGリスク評価を行うとともに、気候科学に整合しない政府政策に依存するのではなく、科

学に基づき株主が求めている新規の石油・ガスへの投融資を制限する方針を早急に掲げる必

要があります」

渡辺瑛莉 (マーケット・フォース, 日本エネルギー金融キャンペーナー)

「３メガとも、年々ポリシーを改定あるいは強化を進めてきているとは云え、総会で経営陣

の説明や質疑応答を聞いていると、気候危機、および気候変動の主要因となっている化石燃

料に資金提供することについての危機感にギャップがあると感じざるを得ません。日本政府

の方針に従っているのでは、ネットゼロに向かう世界の動きから取り残されてしまいます。

銀行に限らず、民間各社が日本の脱炭素対策を牽引するようになってくれることを切に願っ

ています」 

鈴木康子（気候ネットワーク プログラム・コーディネーター）  

報道機関関係者の皆様へ: 

気候変動に関する株主提案、2023年も日本は最多更新見込み 

2023年、多くの投資家がグローバル企業の気候変動対策の遅れに対して、深刻な懸念を表明

しました。化石燃料事業への投融資を続ける金融機関や脱炭素対策に遅れが見られる企業に

対して、炭素集約型ビジネスへの関与から低排出セクターへの包括的な移行を求める声は強
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まる一方です。特に、金融機関の取り組みに対しては厳しい視線が向けられており、今年米

国のJPモルガン(35％)やウェルス・ファーゴ(31％)、ゴールドマン・サックス(30％)、バン

ク・オブ・アメリカ(29％)に対して提出された気候変動対策における移行計画を求める株主

提案の賛成比率（かっこ内の数字）は軒並み高水準となりました。2023年、日本のメガバン

ク3行に対して同時に気候変動に関する株主提案を提出した背景には、国際的な投資家や株

主が共有する気候危機への強い危機感と、日本の銀行も早急に1.5℃目標に整合する対策を講じ

るべきとの考えがあります。

日本では、欧州の機関投資家・年金基金計3社からトヨタ自動車に対して気候変動対策にお

ける渉外活動に関する年次報告書を作成することを求める株主提案が提出され、国際的な注

目を集めました。加えて、電源開発にも2年連続で仏・アムンディ、英・HSBCアセットマネ

ジメント、豪・ACCR（Australasian Centre for Corporate Responsibility）から気候変動

に関する株主提案が提出されています。そのほかの企業に提出された議案も含め、2022年に

続き今年も気候変動に関する株主提案は過去最多となる見込みです。 

日本と気候変動に関する株主提案の効果 

マーケット・フォースは2021年、住友商事に対してパリ協定の目標に沿った事業活動のため

の事業戦略を記載した計画の策定、及び開示を求める株主提案を提出しました。提案は20％

の賛成票を獲得し、その後の石炭火力に関するポリシーの改善につながりました。さらに住

友商事は2022年2月にバングラデシュのマタバリ2 石炭火力発電所から撤退することを発表

しました。

2020年、気候ネットワークがみずほFGに株主提案を行い、みずほFGは日本の銀行として初め

て、2050年までの石炭火力フェーズアウト目標（後に2040年に変更）を設定しました。他の

2メガバンクもこの動きに追随しています。 

2021年、350.org Japan、RAN、気候ネットワーク、マーケット・フォースは、三菱UFJフィ

ナンシャル・グループ（MUFG）に対し、株主提案を提出しました。決議後、MUFGは2050年ま

でにポートフォリオ全体でネットゼロを目指すことを発表し、日本の銀行として初めてネッ

トゼロバンキングアライアンスに加盟しました。その後、みずほFG、三井住友FGも追随して

います。

2022年、350.org Japan、RAN、気候ネットワーク、マーケット・フォースは、三井住友FGに

対して気候変動に関する株主提案を2件提出しました。株主提案の提出後、同社は石炭採掘

部門の投融資方針を強化し、新規および既存プロジェクトの拡張と関連するインフラ開発へ

の投融資を制限しました。2023年5月には、同社はEACOP（東アフリカ原油パイプライン）に

関与していないことを発表しました。 

気候変動対策を求める企業と株主の対話は、これまで上記のような形で株主提案に至りまし

たが、これらの議案は企業の取り組みの改善に重要な役割を果たしました。今年の株主提案
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の対象となった企業も、これまでに情報開示の改善を行っており、今年に統合報告書が公開

されれば、さらに改善されることが予想されます。 

 

株主提案に関するより詳しい情報(投資家向け説明資料など)は以下のページを御覧くださ

いAsia Shareholder Action (https://shareholderaction.asia/) 

■ 株主提案の内容に関するお問合せ先 

□ マーケット・フォース（Market Forces） https://www.marketforces.org.au 

担当者：Antony Balmain E-mail: contact[@]marketforces.org.au  

□ 国際環境NGO FoE Japan   https://www.foejapan.org/ 

担当者：深草亜悠美 E-mail: fukakusa[@]foejapan.org 

□ 気候ネットワーク   https://www.kikonet.org 

東京事務所：TEL:+81-3-3263-9210 

担当者：鈴木康子 E-mail: suzuki[＠]kikonet.org 

□ レインフォレスト・アクション・ネットワーク（RAN）japan.ran.org 

担当者：関本幸 E-mail: yuki.sekimoto[@]ran.org 
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